
障害者支援係の相談・指導件数 平成25年度

総合福祉事務所

種別

身体障害者手帳交付
自立支援医療（更生医療）
補 装 具 交 付
職 業
施設入所および紹介
医 療 保 健
在 宅 ・ 生 活
無 料 乗 車 券
そ の 他

小　　　計
合　　　計

練

馬 丘
が
光

井
神
石 大

泉
件

1,647
1,260
1,146

26
464
912

10,749
873
336

件
3,182

780
1,226

33
719

2,057
6,412
1,243

635

件
2,732

595
630

0
363

1,430
9,975

847
259

件
1,897

665
784

3
699
942

10,237
475
65

17,413
66,298

16,287 16,831 15,767

知的障害者担当係の相談・指導件数 平成25年度

総合福祉事務所

種別

施 設 入 所
職親（しょくおや）委託
職 業
医 療 保 健
生 活
教 育
そ の 他

小　　　計
合　　　計

練

馬 丘
が
光

井
神
石 大

泉
件

475
0

54
0

105
0

1,144

件
330

2
35
30
22
14

1,496

件
390

0
27
15
91
1

2,634

件
368

0
33
16

214
7

1,252

1,778 1,929 3,158 1,890
8,755

障害者地域生活支援センターの相談件数 平成25年度

施設

種別

きらら
すてっぷ
ういんぐ
さくら

件
1,966
1,309
2,610
2,828

件
6,992
1,793
5,845
2,914

件
413
184
540
598

件
1,938

850
1,022
4,202

件
146
81

318
372

小　計
合　計

8,713 17,544 1,735 8,012 917
36,921

サービス
利 用

障害状況
の悩み

就 労 社会生活 そ の 他

5 障害者が自立して生活できるよう支援する高齢者サービスに関わる相談件数 平成25年度

高齢者相談
センター

種別

施 設 入 所
在宅福祉サービス
経 済 的 事 項
家 庭 的 事 項
医 療 ・ 保 健
住 宅
介 護 保 険
権 利 擁 護
そ の 他

小　　　　計

合　　　　計

30,206

135,243

練

馬 丘
が
光

井
神
石 大

泉

件
1,137
7,938
473
698
1,313
527

12,837
237
5,046

29,719

1,082
7,366
929
1,167
2,237
536

11,825
187
4,390

46,276

553
9,846
766
1,838
3,473
1,016
20,285
511
7,988

29,042

696
5,281
434
526
3,135
470

14,401
374
3,725

件 件 件  （1）総合相談体制を構築する�

●相談支援の充実
1  総合福祉事務所
　総合福祉事務所では、身体障害については障害者支援
係が、知的障害については知的障害者担当係が、障害者
やその家族からの相談に応じ、助言・指導を行ってい
る。

3  障害者虐待防止センターの設置
　障害者虐待防止法に基づき、障害者虐待の予防および
早期発見、被虐待者の迅速かつ適切な保護および自立の
ための支援等を行うため、障害者虐待防止センターを設
置している。障害者虐待防止センターでは、虐待の通
報・届出の受付および虐待の防止のための相談等の対
応、実施体制に関する総合調整等を行っている。

2  障害者地域生活支援センター
　障害者が自立した日常生活または社会生活を営むこと
ができるよう、必要な支援を行う施設で、相談、日中の
活動、各種講座やプログラム、地域との交流を通じた障
害理解の促進などの事業を行っている。
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 障害程度区分の判定状況 平成25年度

判　定　区　分
非該当 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 計

0計 75 245 123 104 106 125 778

0
0
0
0

身体障害者
知的障害者
精神障害者
難病患者等

17
9
49
0

43
78
124
0

31
78
10
4

22
80
1
1

21
85
0
0

46
79
0
0

180
409
184
5

平成25年度

延べ人数
9,439人
1,220人
58人
0人

2,258人
2,211人
853人

11,480人
5,239人
2,582人

664人
2,038人
12,890人
2,136人

24人
1人

内　容

居宅介護（身体・家事）
重度訪問介護
行動援護
重度障害者等包括支援
同行援護
短期入所
療養介護
生活介護
施設入所支援
共同生活介護

自立訓練
就労移行支援
就労継続支援
共同生活援助

地域移行支援
地域定着支援

区　分

介 護 給 付

訓練等給付

地 域 相 談
支 援 給 付

587人計画相談支援計 画 相 談
支 援 給 付

身体障害者手帳所持者数 

区分

年次

各年3月31日現在

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲

平成22
23
24
25
26

人
1,434（20）
1,415（20）
1,408（23）

1,435（28）

人
1,636（100）
1,649（103）

）79（986,1

1,750（108）

人
240（3）
236（3）
238（2）

248（1）

人
5,710（81）
5,871（80）
5,929（85）

6,363（95）

人
9,652（243）
9,686（243）
9,703（246）

9,998（253）

人
18,672（447）
18,857（449）
18,967（453）

19,794（485）
1,520（28） 1,731（106） 242（2） 6,161（89） 9,822（267） 19,476（492）

身　　　体　　　障　　　害　　　者

視覚障害 聴覚機能
平衡障害

音声言語
障　　害 内部障害 肢体不自由

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲

知的障害者（児）愛の手帳所持者数 

区分

年次

各年3月31日現在

平成22
23
24
25
26

人
136（19）
141（15）
145（16）

163（29）

人
1,021（245）
1,053（260）
1,081（262）

1,152（278）

人
986（233）
990（230）

1,000（226）

1,041（220）

人
1,512（453）
1,613（488）
1,691（501）

1,872（514）

人
3,655 ）059（
3,797 ）399（
3,917（1,005）

4,228（1,041）
150（23） 1,115（272） 1,018（211） 1,767（501） 4,050（1,007）

知　　　的　　　障　　　害　　　者

最　重　度 重　　度 中　　度 軽　　度 合　　計

合　　計

知的障害者（児）処遇状況 

種別
総合
福祉
事務所

平成26年3月31日現在

練 馬
光が丘
石神井
大 泉

人
0
2

18
15

障 害 児
施設入所

人
73

108
89
88

障 害 者
施設入所

人
191
297
387
298

障 害 者
施設通所

人
541
776
796
549

そ の 他
（居宅等） 計

人
805

1,183
1,290

950

合　計 35 358 1,173 2,662 4,228

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（以下、「障害者総合支援法」という。）」となり、25年4
月から施行された。この改正により、障害者（児）の範
囲に新たに難病患者等が追加され、障害福祉サービスの
対象となった。
　また、26年4月からは、重度訪問介護の対象拡大、障
害程度区分から障害支援区分への変更等が行われた。
1  対象者
　身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者または知的障

 （2）サービス提供体制を拡充する�

●障害者総合支援法
　平成18年に、身体障害・知的障害・精神障害等の種
別にかかわらず支援の必要度に合わせたサービスが利用
できるよう障害者自立支援法が施行された。
　24年4月の改正では、利用者負担の見直し、相談支援
の充実、障害児支援の強化等が図られた。
　24年6月に「地域社会における共生の実現に向けて新
たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に
関する法律」が成立し、障害者自立支援法が「障害者の

●手帳の交付
　身体障害者福祉法および東京都愛の手帳交付要綱に基
づいて、都が身体障害者手帳、愛の手帳の交付を行って
おり、区は進達事務等を行っている。
　交付を受けた障害者は、都、区の制度の利用はもちろ
ん、交通機関の運賃割引や税の軽減措置など、各種の福
祉制度が利用できる。

106



 障害程度区分の判定状況 平成25年度

判　定　区　分
非該当 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 計

0計 75 245 123 104 106 125 778

0
0
0
0

身体障害者
知的障害者
精神障害者
難病患者等

17
9
49
0

43
78
124
0

31
78
10
4

22
80
1
1

21
85
0
0

46
79
0
0

180
409
184
5

平成25年度

延べ人数
9,439人
1,220人
58人
0人

2,258人
2,211人
853人

11,480人
5,239人
2,582人

664人
2,038人
12,890人
2,136人

24人
1人

内　容

居宅介護（身体・家事）
重度訪問介護
行動援護
重度障害者等包括支援
同行援護
短期入所
療養介護
生活介護
施設入所支援
共同生活介護

自立訓練
就労移行支援
就労継続支援
共同生活援助

地域移行支援
地域定着支援

区　分

介 護 給 付

訓練等給付

地 域 相 談
支 援 給 付

587人計画相談支援計 画 相 談
支 援 給 付

身体障害者手帳所持者数 

区分

年次

各年3月31日現在

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲

平成22
23
24
25
26

人
1,434（20）
1,415（20）
1,408（23）

1,435（28）

人
1,636（100）
1,649（103）

）79（986,1

1,750（108）

人
240（3）
236（3）
238（2）

248（1）

人
5,710（81）
5,871（80）
5,929（85）

6,363（95）

人
9,652（243）
9,686（243）
9,703（246）

9,998（253）

人
18,672（447）
18,857（449）
18,967（453）

19,794（485）
1,520（28） 1,731（106） 242（2） 6,161（89） 9,822（267） 19,476（492）

身　　　体　　　障　　　害　　　者

視覚障害 聴覚機能
平衡障害

音声言語
障　　害 内部障害 肢体不自由

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲

知的障害者（児）愛の手帳所持者数 

区分

年次

各年3月31日現在

平成22
23
24
25
26

人
136（19）
141（15）
145（16）

163（29）

人
1,021（245）
1,053（260）
1,081（262）

1,152（278）

人
986（233）
990（230）

1,000（226）

1,041（220）

人
1,512（453）
1,613（488）
1,691（501）

1,872（514）

人
3,655 ）059（
3,797 ）399（
3,917（1,005）

4,228（1,041）
150（23） 1,115（272） 1,018（211） 1,767（501） 4,050（1,007）

知　　　的　　　障　　　害　　　者

最　重　度 重　　度 中　　度 軽　　度 合　　計

合　　計

知的障害者（児）処遇状況 

種別
総合
福祉
事務所

平成26年3月31日現在

練 馬
光が丘
石神井
大 泉

人
0
2

18
15

障 害 児
施設入所

人
73

108
89
88

障 害 者
施設入所

人
191
297
387
298

障 害 者
施設通所

人
541
776
796
549

そ の 他
（居宅等） 計

人
805

1,183
1,290

950

合　計 35 358 1,173 2,662 4,228

害があると判定された方、精神保健福祉手帳所持者また
は精神障害（発達障害含む。）があると判定された方、
難病患者等。
2  障害支援区分認定
　障害者総合支援法では、支給決定の仕組みの透明化、
明確化のため、障害支援区分認定制度を取り入れてお
り、障害福祉サービス（介護給付等）を利用するには、
申請をし、障害支援区分認定を受ける必要がある。障害
者の心身の状態についての80項目のアセスメントおよ
び医師意見書の一部を基に一次判定を行い、障害保健福
祉の学識経験を有する委員で構成される審査会により、
一次判定結果を原案として、医師意見書等の内容を加味
した上で、二次判定を行う。これにより障害支援区分1
～6が認定され、サービス利用意向の聴取、勘案事項の
調査を経て、サービス内容と支給量を決定する。
　なお、平成25年度は106項目のアセスメントに基づく
障害程度区分として審査判定が行われた。

●障害者総合支援法による障害福祉サービス等
　障害者総合支援法による給付は、介護給付、訓練等給
付、地域相談支援給付、計画相談支援給付、自立支援医
療、補装具費支給の自立支援給付と地域生活支援事業で
構成されている。
1  自立支援給付
⑴　給付状況

⑵　自立支援医療
　精神保健福祉法による精神通院医療、身体障害者福祉
法による更生医療、児童福祉法による育成医療が自立支
援医療として一元化されている。精神通院部分は都、育
成医療、更生医療部分は区が行っている。平成25年度
の給付状況は、更生医療延べ5,275件であった。
⑶　補装具
　障害の種別、程度に応じて、車いす、義足、点字器、
補聴器などの費用を支給している。25年度の支給状況
は購入880件、修理684件、計1,564件であった。
2  障害児通所支援事業等
　児童福祉法に基づき、障害児が、身近な地域で支援
を受けながら、地域生活が営めるよう支援を行う。障
害児通所支援は、児童発達支援、医療型児童発達支
援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援で構成
される。また、障害児相談支援給付が創設された。25
年度の利用者は、児童発達支援延べ4,747人、医療型児
童発達支援延べ12人、放課後等デイサービス延べ5,369
人、障害児相談支援延べ123人であった。なお、保育所
等訪問支援の給付はなかった。
3  地域生活支援事業
　障害者（児）が地域で自立した生活ができるように、
能力や適性に応じた支援を行う。主な事業は以下のとお
り。
⑴　意思疎通支援事業
　意思疎通に支障のある障害者を支援するため、手話
通訳派遣や要約筆記者派遣を行っている。25年度の派
遣回数は、手話通訳2,655件、要約筆記263件であった。
　なお、東京手話通訳等派遣センターに事業の一部を委
託している。
⑵　日常生活用具および住宅設備改善費の給付
　障害者の在宅生活を援助するための制度で、特殊寝
台、携帯用会話補助装置などの日常生活用具や浴室、便
所等の改善費用を給付している。住宅設備改善費の給付
については、65歳以上の方は屋内移動設備・階段昇降
機のみが対象になる。40～64歳で特定疾病の方は介護
保険の住宅改修費の給付を受け、不足する分が対象とな
る。25年度の日常生活用具の給付は10,980件、住宅設備
改善費給付は31件であった。
⑶　移動支援事業
　地域での自立生活や社会参加を促すために、屋外での
移動が困難な障害者に対し、外出のための支援を行って
いる。25年度は延べ9,571人が利用した。
⑷　地域活動支援センター事業
　障害者の創作活動や生産活動の機会を提供し、社会と
の交流の促進を図っている。Ⅰ型が4か所、Ⅱ型が1か
所、Ⅲ型が1か所ある。
⑸　訪問入浴サービス事業
　重度身体障害者で家族等の介護だけでは入浴困難な方
を対象として、巡回入浴車による訪問入浴を行った（介
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［白百合福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

合　　　計 4,173,740

紙 器 組 立 等
公 園 清 掃 等
古 紙 回 収 等
自 主 生 産 等

円
2,304,828

440,328
468,987
959,597

作業内容と年間売上金額 
平成25年度

［かたくり福祉作業所］

［北町福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

作業内容 年間売上金額

合　　　計 7,195,505

合　　　計 6,477,645

雑 誌 付 録 封 入 等
バ ー コ ー ド シ ー ル 貼 り
チ ラ シ 折 等
自 主 生 産 等

円
4,171,141

413,835
1,115,106

777,563

紙 器 組 立 等
公 園・ア パ ー ト 等 の 清 掃
ポ ス テ ィ ン グ 等  
自 主 生 産 等

円
2,557,266
1,150,057

399,246
3,088,936

［大泉福祉作業所］

作業内容

合　　　計

紙 器 組 立 等
チ ラ シ 折 ・ 封 入 等
公 園 清 掃 等
自 主 生 産 等

年間売上金額

5,746,363

円
303,689

1,089,144
883,689

3,469,841

［かたくり福祉作業所］

［北町福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

合　　　計 5,929,252

紙 器 組 立 等
公 園・ア パ ー ト 等 の 清 掃
ポ ス テ ィ ン グ 等  
自 主 生 産 等

円
1,488,261
1,009,551

311,090
3,120,350

※売上金額から諸経費を差し引いた金額が利用者の工賃
　になる。

心身障害者福祉センターの相談・通所事業・施設提供 平成25年度

区　　　　分

相　　　　　　　　　談
成　人　通　所　事　業
中 途 障 害 者 通 所 事 業
施 設 提 供

延べ人数

人
120

1,314
359

27,392

施　設　名

しらゆり荘

内　　容 定　　員

8人
6人（宿泊4人）

グループホーム

日中一時支援事業
短期入所・

大泉つつじ荘 8人
6人（宿泊4人）

グループホーム
短期入所・
日中一時支援事業

護保険対象者を除く。）。25年度の利用者は延べ823人で
あった。
⑹　日中一時支援事業
　障害者の日中における活動の場を確保し、見守り、社
会に適応するための日常的な訓練を行うとともに、家族
等の就労支援、一時的な休息の確保を行っている。25
年度の利用者は延べ1,804人であった。
●障害福祉サービス事業者集団指導
　障害福祉サービスの質の向上および支給の適正化を図
るため、事業者等に対し人員、設備、運営の基準および
費用の請求等に関する事項の周知を行う。なお指導は、
サービス内容に応じた事業者等を一定の場所に集めて講
義等の方法で行う。

内理容組合、美容組合の協力を得て、障害者が在宅で出
張調髪を受けられる利用券を1人年6枚を限度に交付し
ている。1回当たり500円の利用者負担金がある。25年
度の利用者は、延べ433人であった。
6  福祉タクシー券の交付
　外出困難な心身障害者の社会生活の利便を図るため、
1か月につき500円券6枚、100円券5枚を交付している。
25年度の交付人数は、4,997人であった。なお、年齢、
所得による対象制限がある。
7  リフト付き福祉タクシーの運行
　身体障害者手帳または愛の手帳所持者で外出時に車い
す等を利用する方を対象に予約料および迎車料を区が負
担している。25年度の運行回数は22,085回である。
8  自動車燃料費助成
　外出困難な心身障害者の社会生活の利便を図るため、
1か月2,500円の燃料費を助成している。26年3月31日現
在の受給者は1,521人である。なお、年齢、所得による
対象制限がある。
9  チェアキャブ運行事業の助成
　区内に在住し、常時車いすを使用する障害者、高齢者
の外出および社会参加を促進するため、リフト付車両を
運行する（社会福祉協議会運営）。25年度は延べ933件
の利用があった。
10  中等度難聴児発達支援事業
　25年度から、身体障害者手帳の交付対象とならない
区内居住の18歳未満の中等度難聴児を対象に、補聴器
の早期装用を促進し言語の習得やコミュニケーション能
力等の向上をはかることを目的として、補聴器の購入費
用の一部を助成している。25年度の助成件数は15件で
あった。
●障害者計画・障害福祉計画の推進
　障害者に関する基本的な計画の「障害者計画（障害者
基本法に規定）」と障害福祉サービスの提供体制確保の
ための「障害福祉計画（障害者総合支援法に規定）」を
策定し、障害福祉の着実な推進を図っている。
　平成24年3月に策定した「練馬区障害者計画・第三期
障害福祉計画（24年度～26年度）」の必要な見直しと、
次期障害者計画を策定するに当たり、障害のある方の生
活状況や施策への意向を把握し、計画策定の基礎データ
とするため、25年12月に3,500人を対象とした障害者基
礎調査を実施した。
●福祉園
　区立7福祉園は、知的障害者通所更生施設としての役
割を果たしてきたが、現在は障害者総合支援法に基づく
生活介護事業を実施している。
　福祉園では、日中活動の場として、日常生活に必要な
活動、作業活動、レクリエーション、サークル活動、宿
泊訓練を通じて、心身の発達や社会生活能力を助長する
ための支援を行っている。
　平成26年3月31日現在、大泉町56人、氷川台53人、

 集団指導

年次 25

実 施 回 数（回） 4

延 べ 参 加 事 業 者（人） 197

●障害者総合支援法以外の障害福祉サービス
1  緊急一時保護（家庭委託）
　心身障害者（児）の保護者が、病気や家庭の都合など
で緊急に介護ができなくなった場合、一時的に他の家庭
に委託して介護を行うもので、月5回まで依頼できる。
平成25年度は延べ2,344回の利用があった。
　なお、大泉つつじ荘で行っていた施設保護は、26年1
月から障害者総合支援法による短期入所、日中一時支援
事業に移行した。
2  重度脳性まひ者介護人の派遣
　20歳以上の身体障害者手帳1級の重度脳性まひ者に、
障害者本人が推薦した介護人を派遣し、介護人には介護
料を支給する。なお、障害者総合支援法における障害福
祉サービス等の受給者を除く。26年3月31日現在の対象
者は83人で、25年度は延べ14,767回派遣した。
3  障害者電話の設置・料金助成
　重度の身体障害のため外出困難な世帯に電話機を設置
貸与し、基本料金および付加使用料を区で負担してい
る。25年度末での貸与台数は42台である。
　また、同条件の方で電話機を自己所有している場合に
も同様の助成を行っている。25年度末での助成台数は
60台である。
4  紙おむつの支給
　在宅の3歳以上65歳未満で身体障害者手帳1、2級・愛
の手帳1、2度の方、ただし、本人の所得（20歳未満は
保護者の所得）が基準額以下の方に紙おむつ等を支給し
ている。25年度は延べ4,002人に支給した。
5  出張調髪
　東京都重度心身障害者手当を受給している方で外出が
困難な方、もしくは同等の障害を有する方を対象に、区
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［白百合福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

合　　　計 4,173,740

紙 器 組 立 等
公 園 清 掃 等
古 紙 回 収 等
自 主 生 産 等

円
2,304,828

440,328
468,987
959,597

作業内容と年間売上金額 
平成25年度

［かたくり福祉作業所］

［北町福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

作業内容 年間売上金額

合　　　計 7,195,505

合　　　計 6,477,645

雑 誌 付 録 封 入 等
バ ー コ ー ド シ ー ル 貼 り
チ ラ シ 折 等
自 主 生 産 等

円
4,171,141

413,835
1,115,106

777,563

紙 器 組 立 等
公 園・ア パ ー ト 等 の 清 掃
ポ ス テ ィ ン グ 等  
自 主 生 産 等

円
2,557,266
1,150,057

399,246
3,088,936

［大泉福祉作業所］

作業内容

合　　　計

紙 器 組 立 等
チ ラ シ 折 ・ 封 入 等
公 園 清 掃 等
自 主 生 産 等

年間売上金額

5,746,363

円
303,689

1,089,144
883,689

3,469,841

［かたくり福祉作業所］

［北町福祉作業所］

作業内容 年間売上金額

合　　　計 5,929,252

紙 器 組 立 等
公 園・ア パ ー ト 等 の 清 掃
ポ ス テ ィ ン グ 等  
自 主 生 産 等

円
1,488,261
1,009,551

311,090
3,120,350

※売上金額から諸経費を差し引いた金額が利用者の工賃
　になる。

心身障害者福祉センターの相談・通所事業・施設提供 平成25年度

区　　　　分

相　　　　　　　　　談
成　人　通　所　事　業
中 途 障 害 者 通 所 事 業
施 設 提 供

延べ人数

人
120

1,314
359

27,392

施　設　名

しらゆり荘

内　　容 定　　員

8人
6人（宿泊4人）

グループホーム

日中一時支援事業
短期入所・

大泉つつじ荘 8人
6人（宿泊4人）

グループホーム
短期入所・
日中一時支援事業

関町39人、光が丘39人、石神井町25人、大泉学園町71
人、貫井28人が通園している。
　また、医療的ケアを必要とする重症心身障害者の日中
活動の場を確保するため、氷川台福祉園と大泉学園町福
祉園において受入れを行っている。定員は、氷川台福祉
園は1日当たり9人、大泉学園町福祉園は1日当たり5人。
●就労継続支援B型事業所
　区では、知的障害のある方のうち、一般企業などでの
就労が困難な方や、一定の年齢に達している方に働く場
を提供するために、障害者総合支援法に基づく就労継続
支援Ｂ型事業所を4か所設置している。平成25年度末現
在、白百合34人、かたくり56人、大泉65人、北町44人
が利用している。

●障害者地域活動支援センター
　障害者地域活動支援センター（谷原フレンド）では、
パソコン、手芸、美術、織物、エアロビクスなどの創
作・文化的な活動と機能訓練のほか、入浴・給食・送迎
サービスなどを提供している。
　定員は1日当たり15人、1人の最大利用日数は週3日。
●心身障害者福祉センター（中村橋福祉ケアセンター）
　心身に障害のある成人の方を対象に、相談や支援を
行っている。また、講習会・教室および障害者団体等へ
の施設の貸出しを行っている。
1  相談
　高次脳機能障害等の中途障害者の相談に応じている。
また、補聴器等の「きこえ」に関する相談も行っている。
2  通所事業
（1）成人通所事業
　特別支援学校卒業生等の18歳以上の方を対象に、創
作的活動、趣味・余暇活動、生活経験を豊かにする活
動、自立生活プログラム等を通して、社会生活能力の向
上を目指した日中活動支援を行っている。
（2）中途障害者通所事業
　心身障害者福祉センターの一部を改修し、平成25年
10月から中途障害者通所事業を開始した。高次脳機能
障害等の中途障害者の社会復帰や地域生活の充実を図る
ため、自立訓練（機能訓練・生活訓練）および地域活動
支援センター事業を行っている。

●しらゆり荘および大泉つつじ荘
　知的障害者で就労または就労継続支援事業者等に通所
している方に生活の場を提供し、地域での自立生活へ向
けた支援を行っている。また障害児者の短期入所および
日中の預かり、見守り等の支援を行っている。
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こども発達支援センターの相談・訓練・施設提供
平成25年度

区　　　　分

専 門 相 談
通 所 訓 練
施 設 提 供

延べ人数

人
4,033
8,871
11,218

1  職場定着支援事業
　就労後の職場定着を図るため就労支援員を派遣し、
25年度の対象者は412人、支援の件数は延べ1,569件で
あった。
2  就労相談事業
　来訪や電話等による職業相談を行い、25年度は延べ
1,485件の相談があった。
3  就労支援事業
　アセスメント、職場開拓、職業準備訓練等を行い、
25年度は66人が就職した。
4  障害者就労ネットワーク推進事業
　25年度はネットワーク会議を13回、講演会を3回、
企業見学会を3回実施した。このほか、就労している障
害者を対象とした余暇支援として、交流会を2回実施し
た。
5  普及・啓発事業
　障害者雇用支援月間での講演会、パネル展、作業所等
の施設の自主生産品販売会を行った。また、25年度は
就労支援セミナーを5回実施した。
●就労移行支援事業所
　区では、一定期間就労に向けた訓練を経て就職を目指
す場として、障害者総合支援法に基づく就労移行支援事
業所を４か所設置している。定員は、貫井福祉工房が
20人、かたくり福祉作業所が10人、北町福祉作業所が
10人、大泉福祉作業所が10人である。平成25年度の就
労の状況は、貫井福祉工房が10人、かたくり福祉作業
所が1人である。

 （4）障害者の社会生活を支援する�

●精神保健福祉
　変化の激しい現代社会は、一面ストレス社会でもあ
る。心の健康を保つためには、本人が不調を感じた時に
早めに対応・治療することが、重症化を予防するために
とても重要である。また、周囲にいる家族等が本人の変
化を感じた時に、気軽に相談できることも重要である。
　各保健相談所では、保健師による家庭訪問、面接相
談、電話相談を行い、本人およびご家族等の相談に応じ
るとともに、精神科医師による精神保健相談を行ってい
る。また、心の病の理解を広めるために、治療に当たっ
ている医師やケースワーカー等の講演会を開催し啓発活
動を行っている。
　近年は、思春期の心の問題、酒害、虐待、ひきこも
り、認知症（痴ほう）に関することなどの専門的な相談
が増え、相談内容も複雑、多様化している。平成25年
度は延べ35,674件の相談を受けた。
　そのうち、社会復帰に関する相談・支援は延べ3,392
人であった。就労に関する支援として民間の通所施設や
社会適応訓練事業等、都や医療機関等と連携を図りなが
ら実施している。
　医療費については、精神疾患を理由として通院してい

●障害者グループホーム
　障害のある方の自立した生活を推進するため、区は、
障害者の居住の場として、世話人の家庭的なケアにより
共同生活を行うグループホームの整備を進めている。平
成25年度末現在、定員は312人である。
●こども発達支援センター
　こども発達支援センターは、旧光が丘第五小学校を改
修して平成25年１月21日に開設した。医師、心理士等
の専門職員を配置して発達に心配のある児童を対象とし
た相談・通所訓練等の事業を実施している。これまで心
身障害者福祉センターで実施してきた事業を移管したも
のであり、対象を18歳まで拡大するなど事業の拡充を
図った。
1  相談
　発達に心配のある児童を対象に、心理士による発達相
談、医師による医療相談などを予約制で行い、障害を早
期発見し、適切な支援につなげる。
2  通所訓練
　発達相談や医療相談の結果、通所訓練が必要と判断さ
れた児童を対象に、基本的生活習慣を身につける指導、
発達を促すための遊びを通じた指導、機能訓練や言語訓
練などを集団および個別に行う。また0歳から1歳6か月
までのダウン症児等とその家族を対象に、療育指導を行
う0歳児超早期支援を行っている。
3  家族支援、地域支援
　通所訓練児童の家族対象の講習会や、区民を対象とし
た発達の障害等に関する理解を深める取り組みを行う。
また障害児の家族で構成される団体等に多目的室等の活
動の場を提供する。

 （3）障害者の就労を促進する�

●練馬区障害者就労促進協会
　練馬区障害者就労促進協会は、障害者の就労を促進す
るために、平成2年11月に設立された。障害者総合支援
法により、障害者への就労支援の取組強化が求められて
いる。
　そのため、協会は、障害者の就労を支援する体制を一
層強化し、障害者の就労をコーディネートする役割に焦
点を当てた取組により就労者増を目指している。
　組織の強化を図るため、25年4月1日付けで公益財団
法人の認定を受けた。
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こども発達支援センターの相談・訓練・施設提供
平成25年度

区　　　　分

専 門 相 談
通 所 訓 練
施 設 提 供

延べ人数

人
4,033
8,871
11,218

る方に対し、自立支援医療（精神通院）による助成制度
があり、保健所等でその申請を受け付けている。26年
3月31日現在の利用者は10,228人であった。また、都が
小児精神病（入院）医療費の助成制度を実施しており、
25年度の医療券交付件数は10件であった。
　精神障害者への各種優遇措置等、福祉の向上のための
手帳制度としては、都が「精神障害者保健福祉手帳」を
交付しており、保健所等でその申請を受け付けている。
26年3月31日現在の手帳所持者は、4,771人であった。
●心身障害者福祉集会所
　障害者とその家族および団体を対象に、自主的活動や
交流の場として、光が丘区民センター内に集会所を設置
している。集会室（洋室、和室）・視聴覚室・調理室な
どがあり、平成25年度の利用状況は、団体利用が延べ
2,570団体、25,538人であった。
●喫茶コーナー運営事業
　区役所西庁舎1階の喫茶コーナー「我夢舎楽（がむ
しゃら）」は、障害者の方々が地域の人達とのふれあい
や、社会参加の場として自ら運営を行っている。平成
25年度の販売件数は37,309件であった。
●福祉手当と年金、医療費助成
　障害の種類、程度により、区を始め国、都は各種福祉
手当や年金、医療費の助成を行っている。
1  練馬区心身障害者福祉手当
　身体障害者手帳1、2級、愛の手帳1～3度、脳性まひ、
進行性筋萎縮症および特殊疾病（81疾病）の方に月額
15,500円を、身体障害者手帳3級、愛の手帳4度の方に
月額10,000円をそれぞれ年3回に分けて支給した。
　ただし、①65歳以上の新規　②本人の所得（20歳未
満は保護者の所得）が制限基準額を超える方　③児童
育成手当（障害手当）受給者　④施設入所者等は該当
しない。平成26年3月31日現在の受給者は10,426人であ
る。
2  東京都重度心身障害者手当
　東京都心身障害者福祉センターの判定で認定された
重度の心身障害者に、月額60,000円を毎月支給してい
る。
　ただし、施設入所者および3か月以上入院している方
は該当しない。また、所得制限、年齢制限がある。26
年3月31日現在の受給者は558人である。
3  国の特別障害者手当等
　身体または精神に著しく重度の障害があるため、日常
生活において常時特別の介護を必要とする方に対して手
当を支給する。ただし、一定以上の所得のある方、施設
入所者、3か月以上の病院入院者（特別障害者手当の場
合）および障害を理由とする公的年金等受給者（障害児
福祉手当および経過的福祉手当の場合）は、該当しな
い。
　25年度の手当額は、特別障害者手当は月額26,080円
（25年10月より改定）、障害児福祉手当および経過的福

祉手当は月額14,180円（25年10月より改定）を年4回に
分けて支給した。26年3月31日現在の受給者は、特別障
害者手当688人、障害児福祉手当255人、経過的福祉手
当18人である。
4  心身障害者扶養共済
　障害者を扶養する保護者が死亡したとき、残された障
害者の生活の安定を図ることを目的に全国共通の心身障
害者扶養共済制度を行っている。26年3月31日現在の加
入者は29人である。
5  心身障害者医療費助成
　身体障害者手帳1、2級（内部障害は3級まで）、愛の
手帳1、2度の方が各種健康保険で受診した場合、保険
診療の自己負担分（ただし、高額療養費として支給され
る額を除く。）の一部を助成している。ただし、後期高
齢者医療制度適用者については、非課税の方のみ一部負
担金分の助成を行っている。26年3月31日現在の対象者
は5,357人である。
●啓発活動等の推進
　障害者に対する社会の差別と偏見を取り除き、障害の
ある方とない方が相互に理解を深めるよう、区報による
広報、障害者福祉施設の地域交流事業など啓発活動の強
化に努めている。平成25年度は、納涼会や施設公開等
の催しを32回実施した。
　また、障害者の社会活動を促進するために交通手段や
公共施設の改善などのほか、ボランティア活動の促進に
努めている。
●講習会・教室
　ボランティア育成を目的とした手話講習会（初級、中
級、上級、通訳養成）、中途失聴者・難聴者を対象とし
た手話講習会、視覚障害者・点訳ボランティア希望者を
対象とした点字教室、障害者を対象とした初歩のパソコ
ン講習会、ボランティアを対象とした障害者IT支援者
養成講座を実施している。（合計実施回数417回）
●福祉大会
　地域社会で活躍している障害者および障害者福祉の向
上に功績のあった方を表彰する大会である。平成25年
度は、地域活躍者1人、援護功労8人の表彰を行った。
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